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「国内外旅行者のためのわかりやすい案内サイン標準化指針（観光施

設・宿泊施設・飲食店編）」や、外国語メニュー作成支援ＷＥＢサイト

「EAT東京」等を活用し、各宿泊施設・飲食店が、表示・標識等につい

て主体的に取組を進めていく。

「観光・サービス分科会」の取組方針(平成26年11月策定)
＜取組の方向性＞
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〇案内サイン

表示面に制約があるため、日本語・英語の2言語を基本とし、その他の
言語を記載する場合は視認性に配慮

〇各種ツール(パンフレット・メニュー等の紙媒体、音声案内、
ICTツール、ホームページ等)
日本語・英語の2言語を基本としつつ、地域や施設の特性及び視認性等
を考慮し、必要に応じて中国語・韓国語、更にはその他の言語も含め
て多言語化を検討

「観光・サービス分科会」の取組方針(平成26年11月策定)
＜取組の方向性＞
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〇宿泊施設内の多言語化

・施設の基本情報(フロント等の時間、レストランや浴場等の場所、
利用方法等)

・サービスの内容（ルームサービス等）
・室内設備の使い方（ルームキー、リモコン等）
・日本独特のものの使い方（浴衣、布団、お風呂等）

○宿泊施設周辺観光情報の多言語化
・近隣観光施設や飲食店マップ、主要観光施設へのアクセス情報等

「観光・サービス分科会」の取組方針(平成26年11月策定)
【宿泊施設】
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○飲食店の店頭・ホームページでの多言語化
・店頭・ホームページへの多言語メニューや写真の掲出、ディスプレイ
の設置

・外国語メニューや使用食材表示に取り組んでいる場合は、その旨を
多言語で店頭に表示

○飲食店内での多言語化
・写真付きの多言語メニューの準備
・食材ピクトグラム等の活用による使用食材の表示
・日本独特の調味料や料理の食べ方、お通し等の文化をあわせて表示

「観光・サービス分科会」の取組方針(平成26年11月策定)
【飲食店】
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観光・サービス分科会・構成団体における

令和２年の取組事例の紹介
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 交通機関や宿泊・観光施設等の旅行関係業界の

業界団体等で構成されている旅行連絡会が、

旅行者の感染リスクを避けるために作成した

「新しい旅のエチケット」を協会ホームページ

に掲載

 英語版については、業界各社が旅行者に対して

普及啓発

(例)・マスク着け、私も安心、周りも安心。

・おみやげは、あれこれ触らず目で選ぼう。

【日本旅行業協会】「新しい旅のエチケット」のホームページ掲載
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 今年度、協会ホームページをリニューアルし、ヘッドラインについて

は日本語と英語を併記するとともに、会員社以外からも一部のコンテ

ンツが閲覧可能となるよう見直し

【日本ホテル協会】ホームページのリニューアル
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 外食業分野における外国人材の受入体制

整備の一環として、外食業技能測定試験

の受験に必要な学習用テキストを作成し、

ホームページで公開

 日本語に加え、英語・ベトナム語・

クメール語（カンボジア語）・

ミャンマー語の特定技能受験用学習

テキストを作成

【日本フードサービス協会】特定技能受験用学習テキストの作成

〈ミャンマー語テキストより抜粋〉9



東京2020大会公式ライセンス商品（日本語版・英語版）として、「東京

2020オリンピック競技大会ビューマップ」と「東京2020パラリンピック

競技大会ビューマップ」を制作

【地図調製技術協会会員社】東京2020大会公式ライセンス商品のマップ制作
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 外国人視点での観光魅力発掘と人的つながりによる情報拡散を図るため、

在留外国人に英語・中国語・韓国語で日本の魅力を写真や動画とともに

SNSに投稿してもらう“My own personal Japan キャンペーン”を実施

 在留外国人を対象としたインフルエンサー

育成オンライン講座も英語・中国語

(簡体字・繁体字)で開催

【日本政府観光局】在留外国人によるSNS投稿促進キャンペーン
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 ムスリム旅行者の受入対応に取り組んでいる飲食店や宿泊施設等を紹

介する英語パンフレットを作成

 令和２年度より和訳版のデジタルパンフレットも作成

【東京観光財団】ムスリム対応施設紹介パンフレットの作成
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 令和２年に、ヴィーガン・ベジタリアン旅行者の受入対応に取り組ん

でいる飲食店等を紹介する英語パンフレットを新たに作成

 和訳版のデジタルパンフレットも作成

【東京観光財団】ベジタリアン対応飲食店紹介パンフレットの作成
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 都内の宿泊施設、飲食店、免税店等が、新たに実施する外国人旅行者

の受入対応強化の取組を支援

 令和２年度は、多言語での防災マップ作成など災害時のインバウンド

対応に関する取組について、新たに補助事業として申請受付開始

 補助率：１／２以内

 補助限度額：１施設・店舗当たり３,０００千円

※中小企業団体等、観光関連事業グループの場合は、

１団体・グループ当たり１０,０００千円

 補助事業例：多言語対応(施設内案内表示等)、キャッシュレス対応

【東京観光財団】インバウンド対応力強化支援補助金
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外国人との円滑なコミュニケーションを支援する

ため、令和２年度より、通訳及び翻訳サービスの

対応言語を５言語から12言語に拡充

 (24時間対応)英語・中国語・韓国語・タイ語・フランス語

 【新規】(９時～18時)ドイツ語・イタリア語・スペイン語

・ポルトガル語・ベトナム語・ロシア語・インドネシア語

 料金無料(各施設とコールセンター間の通話料金は利用事業者負担)

【東京都】多言語コールセンターの運営
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ご清聴ありがとうございました
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